















There was a general sense of dissatisfaction with the outcome of modern foreign language 
teaching at school when CLIL（Content and Language Integrated Learning）was first 
advocated in Europe in the mid 1990s; CLIL emerged as the savior of the apparently failing 
language education. As CLIL subsequently spread around the world, its definition and 
implementation originally envisaged became diffused and blurred. Its role as the savior still 
remains unproven. It seems that the English CLIL transferred to some Southeast Asian 
countries is rather causing confusion than bringing about improvement in ELT in these areas. 
With this situation in mind, the present study tries to discuss implications posed by the 
appearance of CLIL for innovating and improving ELT in Japan. The issues to be addressed 
in this paper include necessary conditions for implementing CLIL in EFL contexts, 
specification of ‘academic language’ to be shared among different curricular subjects, small-
scale spontaneous collaborations between ELT and some content subjects as are found in 
Super Science High School, ways to increase the amount of student exposure to English in 
school, and primary-level ELT. 
1．はじめに






1　本研究は , JSPS 科研費（基盤研究 C，課題番号 24520672，研究題目「英語の教科学習言語化が及ぼす
教育的影響：東南アジア地域における CLIL の動向調査」）を受けて実施したものであり，本稿は，第 41



















1976 年 European Education Council が現代外国語教育（modern foreign language teaching）
の目標の明確化と学校外において言語教育の拡大を提案したことが CLIL 登場の端緒となった。
さらに，1978 年 European Commission は，授業用言語を複数にすることを勧告した。これら
の動きが後の CLIL 推進の発端になり，2005 年，European Council は EU 圏内の学校において










の Immersion Program, 多言語使用環境で行われる Bilingual Education, 高等教育段階で専門
課程への橋渡し的に行われる English for Specific Purposes，および他教科の内容を取り入れた
Content-based Instructionなどがこれまで実践されてきた。CLILがこれら類似の形態と異なる
点は上掲の3条件を満たす点である。北米では近年Immersion ProgramやBilingual Education
などの総称（umbrella term）として CLIL がしばしば用いられるようであるが 2，このように
CLIL を拡大解釈すると CLIL の特異性が消失してしまうので，本稿では厳密な定義に従うこと









2　Roy Lyster の口頭発表 “Introduction to Content-and-language Integrated Learning”（第 41 回 JACET 
Summer Seminar“CLIL and Content-based Language Teaching” 2014 年 8 月，草津，群馬県）より。
3　Immersion の動詞形 ‘immerse’ は「水に浸す」という意味であり，IP は「その言語を浴びるように使っ
て学校生活を送る」方式を指す。しかし近年 immersion の「水に溺れる」語感を避けて響きのよい CLIL
を好む傾向が顕著となり，この名称の使用拡大に拍車をかけているという（注 2，Lyster の説明）。
表 1：CLIL と他の類似アプローチ
アプローチ 環　境 目標言語 担当教師 学習目標 学校段階
CLIL 
（European）





言語教師＋教科担当 : NS 教科内容 +SL 小中高
Bilingual 
Education




SL or FL SL or FL 言語教師 : NS 教科内容＋ FL or SL 大学
Content-based 
Approach
SL or FL SL or FL 言語教師 : NS or NNS SL or FL 小中高大
FL: foreign language， SL: second language， NS: native speaker， NNS: non-native speaker，

















（3）English for Specific Purses: ESP
外国語教育は，特定分野の内容を持たず，「ことばのしくみ」を教えることを主眼とせざるを
得ない宿命を背負っているため，一般的な傾向として，学習動機が希薄にならざるを得ない。こ





多い。たとえば，English for Science and Technology がよく実践されるプログラムである。そ
れをさらに拡大して，大学レベルの知的な活動に対する基礎的理解を得させたり，具体的な言
























EU の多くの国では，CLIL を導入することが要請されており，Council of Europe（欧州評議
会）の言語教育部門の共同機関である European Centre for Modern Languages（ECML：ヨー
ロッパ現代語センター）の活動内容の重要な一翼を担っている。大多数の CLIL プログラムは
英語を目標言語としており，英語CLILまたはContent and English Integrated Learning（CEIL）
と呼ばれるほどである。ただし，近年，ドイツ語やフランス語を目標言語とするプログラム開
発や教員研修なども盛んに行われるようになっており，CLIL 活動部門には Language other 





ずれも CLIL 群が優位であるとの成果が多い（Dalton-Puffer et al. 2010）。しかしながら，問題
もないわけではない。英語 CLIL の授業は理解できない，CLIL 授業についていけないといった
苦情が各国の中等学校や大学で表明されているように，ヨーロッパ地域においても学習者側の
対応能力不足の問題がある。公表された研究成果に関する限り，CLIL は成功しているように







（Okihara et al. 2010）からも裏付けられる。それだけに，英語教育の成果に対しては厳しいも
のがあり，学校の英語教育を改革・改善するための救世主が渇望されている点ではヨーロッパ
と変わりがない。また，CLIL の移転を主導しているのはイギリスの British Council であるこ
とも見逃せない要因である（沖原 2015）。これらの点を踏まえて，以下，この地域の 3 カ国に
おける CLIL の取組と言語教育の現状をながめてみる。
1）インドネシアの違憲判決
もっとも注目すべき動きとして，2013 年に最高裁がくだした英語 CLIL に対する違憲判決が
あげられる。教育の国際化を推進するための施策として，英語を重視したカリキュラムを実施
する新構想学校として，2008 年 International Standard School（インドネシア語では SBI と略
記）制度を発足させた。全国の公立と私立中等学校から 450 校を選別して SBI に指定し，それ
















4　筆者は 2013 年 9 月，ジャカルタ市内にあるそのような専門学校 , Sanpoerna School of Education を訪
問し , 数学教育専攻生への英語指導法クラスを参観した。
5　Handisantosa, Nilawati and Coleman, Hywel（2015）. Why did Indonesia’s Constitutional Court Ban 






2008 年 English Program（EP: タイ版英語 CLIL）発足の契機は，不況による多国籍企業の社
員の帰国に伴い，帰国家族の子弟を収容する国際学校の不足から英語で授業する学校への要求























る多くの生徒がいたことであった。2009 年 7 月，文部省決定（Resolution 4）により，初等・
中等学校における数学と理科は各民族集団の言語（マレー語，中国語，タミール語）で教える
ことになる。この決定は，2011 年度（1 月開始）入学から実施されており，2015 年現在小学校
6　Keyuravong, Sonthida（2014）. Learning through English in Thai Schools: Policy, Concerns and 
Directions. （第 40 回近畿中高大英語教育連絡協議会での基調講演，2014 年 12 月 2 日，兵庫大学，神戸市）
85 年生まで進行している。それまでの数年にわたる論争の結果を踏まえて，理数科目の英語に






















（hypercentral language）としての英語の保持（Low and Hashim 2012: 173-174）。




















に，EU 域内では中世からラテン語を用いた教育の伝統が共有されている（Dalton-Puffer 2007: 
2）。
































































































ぐ使う必要のある言語材料を学ぶ点（＝ a just-in-time approach）にある。この点が通常の言語
学習の考え方，つまり，将来外国語を必要とするようになった時に備えて学ぶ（＝ a just-in-case 
approach）のではない（Mehisto et al. 2008: 21）。
3）英語との接触量
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